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はじめに 

2019・2020・2021年度において，雫石町が発注する建設関連業務委託の競争入札への参加を希望する方は，

次により資格審査申請書及びその他提出書類を提出してください。 

また，今回の資格申請により調製する雫石町建設関連業務委託契約競争入札参加資格者名簿については，

雫石町の物品の買入れ等に係る業務における入札及び随意契約の手続きに利用することがあります。 

2019・2020・2021年度申請における見直しについて 

盛岡広域８市町（盛岡市，滝沢市，八幡平市，紫波町，矢巾町，雫石町，葛巻町，岩手町）において，共

同申請を行うことを目的に，今回の申請から申請様式の見直しを行っております。そのため，参加申請され

る皆様におかれましては，これまで各市町に行っていた申請に係る事務の効率化，皆さまの申請に係る負担

を軽減することを目的としておりますので，ご理解いただき，書類の作成，ご提出をお願いいたします。 

 

Ⅰ 申請要件 

１ 資格要件 

(1) 営業又は事業に関し法律上資格が必要とされる場合においては，その資格を有する者 

(2) 平成 31年１月 31 日現在において営業又は事業年数が１年以上の者 

(3) 資格審査基準日の直前２年以内の事業（営業）年度において，競争入札に参加を希望する建設

関連業務についての業務履行実績を有する者 

(4) 町税並びに法人税，所得税，消費税及び地方消費税を滞納していない者 

(5) 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条，厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27

条及び雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定に違反していない者 

 

２ 欠格要件 

(1) 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

(2) 関係法令の規定による営業若しくは業務の停止又は事務所の閉鎖処分を現に受けている者 

(3) 暴力団員等である者 

ア 暴力団員（暴力団の構成員及び暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。） 

イ 暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。） 

ウ 法人その他の団体であって暴力団員がその役員となっているもの 

エ 暴力団員が出資，融資，取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する

もの（前号に該当するものを除く。） 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがある者，

民事再生法（平成 11 年法律第 225号）第 21条の規定による再生手続開始の申立てがある者など

経営状況が著しく不健全であると認められる者 

(5) 資格審査申請書の重要な事項について，虚偽の記載をし，又は重要な事実について記載しなか

った者 
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Ⅱ 申請手続 

１ 受付期間及び受付場所  

平成 31年２月１日（金）から平成 31年２月 28日（木）まで（土曜日，日曜日及び祝日を除く。） 

雫石町役場 庁舎２階  総務課 財産管理担当（雫石町千刈田５番地１） 

 

２ 受付時間 

午前の部  午前９時から午前 12時 00分まで 

午後の部  午後１時から午後４時まで 

 

３ 提出方法 

記入内容を説明できる方が直接お持ちください。（郵送も可） 

 

４ 申請にあたっての注意事項 

(1) 申請及び添付書類等に虚偽の事項を記載し入札参加資格の認定を受けた者は，その資格を取り消しま

す。 

(2) 法人が申請する場合には，申請の単位は法人単位となります。受任者（営業所・支店等）単位での申

請は受け付けません。二重申請にならないように注意してください。 

  ※ここでいう委任とは，代表者から営業所等に入札，契約等の権限を委任することをいいます。単に

入札書の提出を行う営業担当等のことではありません。 

(3) 受付期間内に資格審査申請書を提出しなかった場合や，記入内容の不備等により資格審査申請書

が受理されなかった場合には，2020年（追加提出年）の受付まで資格審査申請書を提出することがで

きません。資格審査申請書の作成に当たっては，必要事項を正確に記入するとともに，記入漏れが

ないように十分注意してください。 

(4) 提出書類は，資格審査のほか，入札参加者の選定，契約手続等に必要な書類となりますので，正

確に作成し提出してください。また，資格審査申請書の提出後，申請内容に変更が生じたときは，

速やかに競争入札参加資格審査申請書変更届を提出してください。 

 

５ 資格審査基準日 

資格審査基準日は，平成 31年１月 31日現在となります。提出書類は，審査基準日の状況で記入してく

ださい。 

 

６ 資格審査結果の通知 

町からの通知は行いません。 

申請及び添付書類等に不備がなく受理した場合は、資格審査合格となります。 

 

７ 資格の有効期間 

2019年４月１日から 2022年３月 31日まで 

  盛岡広域共同申請にかかる名簿統一のため，有効期間を延長します。 
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８ 建設関連業務の種類と内容 

 雫石町が発注する業務は次のとおりです。 

業務の種類 業 務 内 容 

測量 ※１測量一般 ※２地図の調整 ※３航空測量 

建築関係コンサル

タント業務 

※１建築一般 ２意匠 ３構造 ４暖冷房 ５衛生 ６電気 ７建築積算  

８機械設備積算 ９電気設備積算 10調査 11工事監理（建築）  

12 工事監理（電気） 13工事監理（機械） 14耐震診断  

15 地区計画及び地域計画 

土木関係コンサル

タント業務 

１河川・砂防及び海岸・海洋 ２港湾及び空港 ３電力土木 ４道路 ５鉄道  

６上水道及び工業用水道 ７下水道 ８農業土木 ９森林土木 10 水産土木 

11 廃棄物 12造園 13都市計画及び地方計画 14地質 15土質及び基礎  

16 鋼構造及びｺﾝｸﾘ-ﾄ 17トンネル 18施工計画・施工設備及び積算  

19 建設環境 20機械 21電気電子 50土地区画整理事業

 地質調査業務 １地質調査 

補償関係コンサル

タント業務 

１土地調査 ２土地評価 ３物件 ４機械工作物 ５営業補償・特殊補償 

６事業損失 ７補償関連 ８総合補償 ※９不動産鑑定 

 ※印の業務は，関係法令に基づく登録がないと申請できません。 

 

９ 問合せ先 

雫石町 総務課 財産管理担当  

〒020-0595 雫石町千刈田５番地１ 

℡ 019-692-6489（ダイヤルイン） FAX 019-692-1311（代表） 
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Ⅲ 申請入力概要  

エクセル申請書様式から，シート「入力シート」を開きます。 

「※」がついている項目は必須の入力項目です。「※」がない項目でも該当する場合は必ず入力してください。 

 

１ 申請する市町 

  申請先の市町をプルダウンから選択してください。（様式に自動で申請先市町の宛名が反映されます。） 

 

２ 申請年月日 

  申請年月日をプルダウンから選択してください。 

 

３ 業者基本情報 

 (1) 本社・代表者情報 

本社・代表者に係る情報をプルダウンから選択又は直接入力してください。また，次の登録を受けて

いる場合には，登録番号及び登録年月日を記入してください。 

※法人番号は，国税庁が法人・団体等に割り当てた数字 13桁の番号です。 

全部事項全部証明書（又は履歴事項証明書）に記載の番号は，先頭の１桁がない 12桁です。13桁

の法人番号が不明な場合は，国税庁法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）

をご覧ください。個人の事業者は，0（半角ゼロ）を 13個入力してください。 

※次の登録を受けている場合には，登録番号及び登録年月日を記入してください。 

・測量法（昭和 24年法律第 188号）第 55条の規定に基づく測量業者の登録 

・建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条の規定に基づく建築士事務所の登録 

・不動産の鑑定評価に関する法律(昭和38年法律第 152号)第22条の規定に基づく不動産鑑定業者の登録 

・建設コンサルタント登録規程第２条の規定に基づく登録 

・地質調査業者登録規程第２条の規定に基づく登録 

・補償コンサルタント登録規程第２条の規定に基づく登録 

 (2) 確認事項 

   該当する項目をプルダウンから選択してください。 

 

４ 担当者・行政書士情報 

 (1) 申請事務担当者情報 

当該申請に係る連絡先になります。必要項目を入力してください。 

(2) 行政書士情報（行政書士等が代理申請する場合） 

行政書士等が代理申請する場合は，ア欄には入力せず，イ欄に必要項目を入力してください。この場

合，申請書への代表者実印の押印は不要ですが，代理人の使用印を明らかにした委任状を添付してくだ

さい。 ※アかイどちらかを必ず入力してください。 

 (3) 入札担当者情報（実際の入札参加に係る担当者情報） 

実際の入札業務に係る連絡先になります。庁内各課が行う入札等業務の連絡先でもありますので，必

要項目を入力してください。 

 

５ 町内営業所・委任先情報登録 

  町内に業務が可能な営業所がある場合や入札や契約等の権限を委任する営業所・支店等がある場合は，

入力してください。ただし，営業所と委任先が同一内容の場合は，委任先情報のみ入力してください。 

 

（注）登録業種うち「測量」，「建築関係コンサルタント業務-建築一般」，「補償関係コンサルタント業務-不

動産鑑定」については，委任先営業所にも法令に基づく登録が必要です。 

  

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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６ 資本関係・人的関係 

次の事項について，該当項目を選択・入力してください。ただし，対象範囲は，申請する各市町登録名

簿に既に登録している者又は登録しようとする会社等です。なお，入力は最大２社となりますので，これ

以上の場合は別紙（任意様式）を作成し，提出してください。詳しい内容は別記を参照してください。 

 

別記 

「資本関係・人的関係に関する届出書」について 

 

雫石町発注の建設工事及び建設関連業務委託については，「資本関係又は人的関係がある会社の同一入札

への参加制限について」に基づき，一定の資本関係又は人的関係のある複数の者について，同一の入札にお

いて１者を除き参加することができません。 

 

記 

 

１ 同一入札への参加が制限される場合 

(1) 資本関係 

   次のいずれかに該当する２者の場合には，同一入札に参加することができません。 

  ア 親会社等と子会社等の関係にある場合 

  イ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

  ※ただし，子会社等又は子会社等の一方が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

 (2) 人的関係 

   次のいずれかに該当する２者の場合には，同一入札に参加することができません。 

  ア 一方の会社等の役員が，他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

  イ 一方の会社等の役員が，他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

  ウ 一方の会社の管財人が，他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

  ※アについては，会社等の一方が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

(3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記(1)又は(2)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合には，同一入札に

参加することができません。（例）組合とその構成員 

 

２ 届出書提出にあたっての留意事項 

  届出書は，資本関係又は人的関係がない場合でも，必ず提出してください。 

届出書に虚偽の記載をした場合又は重要な事実の記載をしなかった場合は，入札参加資格の認定を受け

られず，また，認定後発覚した場合には入札参加資格が取り消されることがありますので，記載要領等を

十分確認した上で当該届出書を作成してください。 

 

３ 変更があった場合の届出 

  届出書の提出後に，資本関係や人的関係に変更を生じた場合は，変更となった原因を生じた日から２週

間以内に，「資本関係・人的関係に関する変更届出書」（様式第 13-2号）を提出してください。 
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【参考：同一入札への参加が制限される場合（イメージ図）】 

                               × 

 Ａ  社 ③役員の兼任  Ｄ  社 

 

          ×   ①親子等関係   × 

 

  Ｂ   社    ×    Ｃ   社 

      ②親会社等が同じ子会社等同士 

               資本関係の繋がりあり 

                役員等の兼任あり 

      ×  同一入札への参加が制限される関係 

 ※入札参加資格審査申請を予定している会社で，資本関係又は人的関係がある場合に限ります。 

資本関係又は人的関係はあるものの，一方の会社が市の入札参加資格審査申請を行わない場合は

届出書への記載は不要です。該当がないものとして「無」に○印をつけて提出します。 

 

○親会社等，子会社等の定義 

会社法第２条第３号の２及び第４号の２に規定する親会社等・子会社等をいいます。 

・会社法第２条第３号の２及び第４号の２に規定する親会社等・子会社等 

第２条第３号の２ 子会社等  

・子会社（会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社がその経営を支配して

いる法人として法務省令で定めるものをいう。） 

・会社以外の者がその経営を支配している法人として法務省令で定めるもの 

第２条第４号の２ 親会社等 

・親会社（ 株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人として法務省

令で定めるものをいう。） 

・株式会社の経営を支配している者（法人であるものを除く。）として法務省令で定めるもの 

 

○役員の定義 

(1) 会社の代表権を有する取締役（代表取締役） 

(2) 取締役（社外取締役を含む。ただし，指名委員会等設置会社の取締役を除く。） 

(3) 持分会社（合名会社，合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する役員，組合の理事又はこれ

に準ずる者 

(4) 指名委員会等設置会社における執行役 

(5) 会社更生法第 67条第１項又は民事再生法第 64条第２項の規定により選任された管財人 

 

※申請者における役職及び兼任先における役職の両方が上記に該当する場合のみ，制限の対象となります。

制限の対象となる役員のみ，業態調書に記入してください。 

※「取締役」には，社外取締役も含みますが，指名委員会等設置会社における取締役は含みません。 

※「監査役」，「執行役員」などは役員に該当しないため，記入しないでください。特に指名委員会等設置

会社の「執行役」と「執行役員」とは異なりますので，注意してください。 

  

制限基準 

① 親会社等と子会社等の二者 

② 親会社等を同じくする子会社等同士 

③ 役員の兼任 等 
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７ 経営状況 

(1) 次の事項について，該当項目を選択・入力してください。 

ア 資本金の欄 

  (ｱ)法人の場合  登記事項証明書に記載された金額を記入してください。 

(ｲ)個人の場合  記入不要です。 

イ 自己資本額の欄 

  (ｱ)法人の場合  貸借対照表における純資産合計の金額を記入してください。 

(ｲ)個人の場合  期首資本金，事業主借勘定及び事業主利益の合計額から事業主貸勘定を除いた

金額を記入してください。 

 

８ 測量等平均完工高 

  ※申請しない業種欄は，実績の有無にかかわらず入力しないでください。 

  会社等有資格区分欄は，入札参加を希望する業種ごとに，資格審査基準日の直前２事業年度の決算に基

づく実績高から，消費税額及び地方消費税額を除いた金額を記入してください。 

＜計算方法＞ 

・〔（「前々年の事業年度の実績高」＋「前年の事業年度の実績高」）÷２〕により算出した額（千円未満

四捨五入）を業種ごとに記入してください。 

・申請書提出時点において決算金額が確定していない場合は，「前々年の事業年度」を「前々々年の事

業年度」に，「前年の事業年度」を「前々年の事業年度」にそれぞれ読み替えて算出してください。 

・事業年度の変更等により直前２事業年度に含まれる月数の合計が 24 か月に満たない場合は，次の例

により算出してください。 

      【例】  直前の事業年度（Ａ）    ９か月 

           前々年の事業年度（Ｂ）   12か月 

           前々々年の事業年度（Ｃ）  12か月  の場合 

           直前２年の各事業年度の合計月数   Ａ＋Ｂ＝21か月 

           不足月数              ３か月 

           平均完工高＝（Ａ＋Ｂ＋（Ｃ×３／12））／２ 

 

 

９ 登録希望業種（業務）情報 

※申請する業種（業務）について，それぞれ該当欄に「〇」を入力してください。申請しない業種（業

務）の入力は不要です。 

 (1) 会社等有資格区分 

本店（契約権限等を委任する場合は委任先営業所）に「測量業法」，「一級建築士事務所」，「国土交通

省地質調査業者登録」の登録がある場合は，「〇」を入力してください。 

(2) 希望登録業務 

  それぞれの業種において，希望する業務の該当欄に「〇」を入力してください。 

ア 測量希望業務，建築関係コンサルタント希望業務，地質調査業務 

   「実績無参加希望」・・・当該業務についての実績はないが，参加を希望する方 

   「実績有参加希望」・・・当該業務についての実績があり，参加を希望する方 

イ 土木関係コンサルタント希望業務，補償関係コンサルタント希望業務 

   「実績無参加希望」・・・当該業務についての実績はないが，参加を希望する方 

   「実績有参加希望」・・・当該業務についての実績があり，参加を希望する方 

「建設コンサルタント登録規程登録有」，「補償コンサルタント登録規程登録有」 

・・・建設コンサルタント登録規程，補償コンサルタント登録規程による登録を受けている方 

※「土木関係コンサルタント希望業務」の業務内容のうち，建設コンサルタント登録規程にない「土

地区画整理事業」への入札参加を希望する場合は，「希望」欄への記載漏れのないよう注意してくだ
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さい。 

※「測量」における「測量一般」，「地図の調整」及び「航空測量」を希望するためには，契約を締結

する事務所について測量法第５５条の登録が必要です。 

※「建築関係建設コンサルタント業務」における「建築一般」を希望するためには，契約を締結する

事務所について建築士法第２３条の登録が必要です。 

※「補償関係コンサルタント業務」における「不動産鑑定」を希望するためには，契約を締結する事

務所について不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による登録が必要です。 

 

10 有資格者登録状況 

 (1) 建設関連業務に従事する常勤の役員及び職員について，別表１に基づき資格ごとに当該資格を有する

延べ人数を記入してください。 

(2) 技術士の総合技術監理部門の資格を有する職員については，その選択科目と一致する技術部門の資格

を有するものとして記入してください。なお，総合技術監理部門とその他の技術部門の資格を有し，そ

れぞれの選択科目が同一である職員については，１人として記入してください。 

    例  総合技術監理部門（建設－道路）を有する 

       ⇒ 建設部門（道路）に１人として記入 

       １人で建設部門（道路）と総合技術監理部門(建設－道路)を有する 

       ⇒ 建設部門（道路）に１人として記入 

(3) 部門別の資格（技術士，ＲＣＣＭ等）を複数有する職員については，有している全ての部門に１人と

して記入してください。 

(4) 技術士及びＲＣＣＭ資格の同一部門の資格を有する職員については，技術士資格にのみ１人として記

入してください。 

    例  １人で技術士（建設－トンネル）及びＲＣＣＭ（トンネル）を有する 

      ⇒ 技術士（建設－トンネル）にのみ１人として記入 

(7) 補償業務管理士については，部門ごとの延べ人数を記入してください。 

(8) 別表２の左欄に掲げる資格を有する職員については，それぞれ同表右欄の資格を有するものとして記

入してください。 
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別表１ 技術者一覧 

業種区分 技術者（１級相当資格者） 技術者（２級相当資格者） 

測量 測量法（昭和 24年法律第 188号）による測量士の登録

を受けている者 

測量法による測量士補の登録を受けている者 

（測量士の登録を受けている者を除く。） 

建築関係

コンサル

タント業

務 

建築士法（昭和 25年法律第 202号）による構造設計一

級建築士証の交付を受けている者，設備設計一級建築

士証の交付を受けている者，同法による一級建築士の

免許を受けている者（構造設計一級建築士証又は設備

設計一級建築士証の交付を受けている者を除く。）及び

同法施行規則による建築設備士である者 

建築士法による二級建築士の免許を受けている者（一

級建築士の免許を受けている者を除く。），公益社団法

人日本建築積算協会の行う建築積算士試験に合格し，

登録を受けている者 

土木関係

コンサル

タント業

務 

技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）による第２次試験

のうち技術部門を機械部門（選択科目を「流体工学」，

「交通・物流機械，建設機械」，「加工・ファクトリー

オートメーション」，「産業機械」又は「機械設計」と

するものに限る。），電気電子部門，建設部門，農業部

門（選択科目を「農業土木」とするものに限る。），森

林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。），

水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。），

情報工学部門又は応用理学部門（選択科目を「地質」

とするものに限る。），上下水道部門（選択科目を上水

道及び工業用水道又は下水道とするものに限る。），環

境部門，衛生工学部門に合格，又は総合技術監理部門

（選択科目を上記各部門の選択科目（記載のない部門

は全ての選択科目）とするものに限る。）に合格し，同

法による登録を受けている者，アジア太平洋経済協力

（APEC）が取りまとめた「APECエンジニア・マニュア

ル」に基づき，日本政府と相互免除の合意をしている

政府において，当該国内に設立したモニタリング委員

会に登録され，かつ追加審査が必要な場合はそれに合

格している者 

建設業法（昭和 24年法律第 100号）による技術検定の

うち検定種目を１級の土木施工管理とするものに合格

した者，計量法（平成４年法律第 51号）による計量士

（環境計量士（濃度関係）及び環境計量士（騒音・振

動関係）に限る。）の登録を受けている者，電気事業法

（昭和 39年法律第 170号）による第一種電気主任技術

者免状の交付を受けている者，電気通信事業法（昭和

59 年法律第 86 号）による第一種伝送交換主任技術者

資格者証の交付を受けている者及び線路主任技術者資

格者証の交付を受けている者，一般社団法人建設コン

サルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格し，登

録を受けている者，土地区画整理士，建設業法による

技術検定のうち検定種目を１級の造園施工管理とする

ものに合格した者，公益社団法人土地改良測量設計技

術協会の行う農業土木技術管理士資格試験に合格し，

登録を受けている者，一般社団法人畑地農業振興会の

行う畑地かんがい技士を養成する講習を修了し，畑地

かんがい技士の登録を受けている者並びに林業指導育

成強化対策事業実施要領（昭和 58 年４月２日付け 58

林野組第 53 号林野庁長官通達）第４の６の(5)の規定

による林業技士（森林土木部門の登録に限る。）の登録

を受けている者 

地質調査

業務 

技術士法による第２次試験のうち技術部門を建設部門

（選択科目を「土質及び基礎」とするものに限る。）又

は応用理学部門（選択科目を「地質」とするものに限

る。）とするものに合格，または総合技術監理部門（選

択科目を上記各部門の選択科目とするものに限る。）に

合格し，同法による登録を受けている者 

一般社団法人全国地質調査業協会連合会の行う地質調

査技士資格検定試験に合格し，登録を受けている者 

補償関係

コンサル

タント業

務 

 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38年法律第 152

号）による不動産鑑定士の登録を受けている者，土地

家屋調査士法（昭和 25年法律第 228号）による土地家

屋調査士の登録を受けている者，司法書士法（昭和 25

年法律第 197 号）による司法書士の登録を受けている

者，一般社団法人日本補償コンサルタント協会の付与

する補償業務管理士の資格を有し，登録を受けている

者，公益社団法人土地改良測量設計技術協会の行う土

地改良補償業務管理者資格試験に合格し，登録を受け

ている者 
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別表２ 

 次の表の左欄に掲げる資格を有する者は，それぞれ同表の右欄に掲げる資格を有するものとみなします。 

技術士・機械部門（流体機械） 技術士・機械部門（流体工学） 

技術士・機械部門（建設，鉱山，荷役及び運搬機械） 技術士・機械部門（交通・物流機械及び建設機械） 

技術士・機械部門（機械設備） 技術士・機械部門（機械設計） 

技術士・電気・電子部門 技術士・電気電子部門 

技術士・建設部門（河川，砂防及び海岸） 技術士・建設部門（河川，砂防及び海岸・海洋） 

技術士・水道部門 技術士・上下水道部門 

技術士・衛生工学部門（廃棄物処理） 技術士・衛生工学部門（廃棄物管理） 

技術士・衛生工学部門（廃棄物管理計画） 技術士・衛生工学部門（廃棄物管理） 

技術士・衛生工学部門（空気調和施設） 技術士・衛生工学部門（空気調和） 

技術士・衛生工学部門（建築環境施設） 技術士・衛生工学部門（建築環境） 

技術士・林業部門（森林土木） 技術士・森林部門（森林土木） 

ＲＣＣＭ（河川，砂防及び海岸） ＲＣＣＭ（河川，砂防及び海岸・海洋） 

ＲＣＣＭ（建設機械） ＲＣＣＭ（機械） 

ＲＣＣＭ（電気・電子） ＲＣＣＭ（電気電子） 
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Ⅳ 提出書類と添付書類  

提出一覧表 

  

Ａ４判の紙製フラットファイル（色の指定はありません。）の表紙及び背表紙に商号又は名称を記入し，

下記の表の順番に長辺つづりにとじて  1部 提出してください。 

 

№ 提出書類 ○：必須△：該当者 記載方法㌻ 記載例㌻ 

１ 資格審査申請書（様式第１号） ○ 12 18 

２ 印鑑証明書 ○ 12 － 

３ 委任状（様式第２号） △ 12 20 

４ 使用印鑑届（様式第３号） △ 12 21 

５ 登記事項証明書（個人にあっては身分証明書） ○ 12 － 

６ 営業所一覧表（様式第４号） ○ 12 22 

７ 測量等実績調書（様式第５号） ○ 12 23 

８ 直前２年の実績高表 × 13 － 

９ 有資格技術者数 × 13 － 

10 技術者経歴書 × 13 － 

11 申請業務に係る業務実績書 × 13 － 

12 納税証明書 ○ 14 － 

13 雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入を確認する書

類（又は誓約書（様式第６号）） 
○ 15 24 

14 県内技術者一覧表（様式第７－１号～第７－４号） ○ 15 25 

15 営業又は事業に関し法律上必要とされる登録等の証明書 ○ 15 － 

16 計算書類 ○ 16 － 

17 ISO登録証と付属書 × 16 － 

 

次の書類は，ファイルにとじずにこの順番で提出してください。 

18 提出書類チェックリスト（受付確認票）（様式第 11号） ○ 16 26 

19 資格審査結果通知用封筒 × 16 － 

20 資格者登録票（コンサル）・概要（様式第 8-1号） ○ 16 28 

21 資格者登録票（コンサル）・業種（様式第 8-2号） ○ 16 29 

22 資格者登録票（コンサル）・技術者（様式第 8-3号） ○ 16 30 

23 資本関係・人的関係に関する届出書（様式第 9-1号） ○ 16 31 

24 暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密

接な関係を有する者に該当しない旨の誓約書（様式第 10-1

号）及び役員の一覧表（様式第 10-2号） 

○ 16 32 
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１ 雫石町建設関連業務委託契約競争入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

【記載例１：18ページ】 

  エクセルシート「出力_様式１」から，記載内容に誤りがないことを確認し，実印を押印のうえ提出して

ください。なお，行政書士に委任する場合は，委任状（任意様式）を別途提出してください。 

 ※この様式は両面印刷で作成してください。 

 

２ 印鑑証明書 

申請書提出日の直前３か月以内に発行された印鑑証明書（原本）を提出してください。 

(1) 法人の場合 本店の所在地を管轄する法務局が発行 

(2) 個人の場合 住所地の市区町村で発行 

 

３ 委任状（様式第２号） 【記載例２：20ページ】 

エクセルシート「出力_様式２」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。また，

実印と受任者が入札時等に使用される使用印をそれぞれ押印してください。 

(1) 代表者が支店長，営業所長等の特定の方に継続的に契約権限を委任する場合は，委任状が必要です。 

(2) 権限の委任に当たっては，復代理人の選任から請負代金の受領等，契約に関する一連の事項が権限を

分割することなく，同一の方に委任してください。 

 

４ 使用印鑑届（様式第３号） 【記載例３：21ページ】 

エクセルシート「出力_様式３」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。また，

実印及び入札時等に使用される使用印をそれぞれ押印してください。 

入札・見積・契約の締結等に使用する印鑑が実印と異なる場合は，様式第３号により使用印鑑届を作成

してください。ただし，委任状（様式第２号）を提出する方は，受任者の印が使用印鑑となるので，使用

印鑑届の提出は不要です。 

 

５ 登記事項証明書（個人にあっては身分証明書） 

申請書提出日の直前３か月以内に発行された登記事項証明書又は身分証明書の写しを提出してください。 

(1) 法人の場合 本店の所在地を管轄する法務局が発行する全部事項証明書（現在事項）又は商業登記簿

謄本 

(2) 個人の場合 本籍地の市区町村が発行する身分証明書 

 

６ 営業所一覧表（様式第４号） 【記載例４：22ページ】 

エクセルシート「入出力_様式４」から，該当する部分を直接入力し，提出してください。 

(1) 「営業所名称」欄  

雫石町内に本店を有する方は，全ての営業所について記入してください。 

雫石町外に本店を有する方は，「支店等（その他の営業所）」欄は，雫石町内の営業所及び県内の営

業所のみを記入してください。 

(2) 「所在地」欄  

営業している住所と登記事項証明書の住所が異なるときは，営業している住所を記入してください。 

 

７ 測量等実績調書（様式第５号） 【記載例５：23ページ】 

エクセルシート「入出力_様式５」から，該当する部分を直接入力し，提出してください。 

(1) 入札参加を希望する建設関連業務ごとに作成してください。 

(2) 希望業種に関する業務の中から，官公庁発注業務を優先して，直前２年間（資格審査基準日の直前２

年の事業年度）の完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務（ＪＶ業務を含む。）について作

成してください。 
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(3) 記入要領 

ア 「登録業種区分」欄  

入札参加を希望する建設関連業務の名称を記入してください。 

イ 「注文者」欄  

元請業務については発注者の名称を，下請業務については元請負人の商号等を記入してください。 

ウ 「元請又は下請の別」欄  

発注者から直接受注した業務については「元請」，元請負人から下請した業務については「下請」

と記入してください。 

エ 「件名」欄   

その業務の名称（下請の場合は下請件名）を記入してください。 

オ 「測量等対象の規模等」欄  

測量面積・精度等，設計の階数・構造・延べ面積等，その業務の主たる内容について記入してくだ

さい。 

  カ 「業務履行場所のある都道府県名」欄 

     その業務を履行した都道府県の名称を記入してください。 

キ 「請負代金の額」欄   

消費税額及び地方消費税額を含めた金額を記入してください。 

ク 「着工年月／完成（予定）年月」欄  

着工年月及び業務が完成している場合は完成年月，未完成の場合は完成予定年月を記入してくださ

い。 

 

８ 直前２年の実績高表【雫石町は提出不要】 

 

 

９ 有資格技術者数【雫石町は提出不要】 

 

 

10 技術者経歴書【雫石町は提出不要】 

 

 

11 申請業務に係る業務実績書【雫石町は提出不要】 
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12 納税証明書 

次の区分に従って，申請書提出日の直前３か月以内に発行された直近１年分又は１事業年度分の納税証

明書又はその写しを申請先市町に提出してください。 

 

区分 税目 課税の有無等 提出書類等 発行先 

雫石町内に本店
又は営業所等を
有する法人 

町
税
（
雫
石
町
分
） 

法人町民税 

課税有り 直近１年分の納税証明書 町 

町内に営業所等を設立後，

課税がない 

収受印のある法人の設立・変更等の

申告書の写し 
町 

固定資産税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

軽自動車税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

町民税に係る 

特別徴収 

雫石町から特別徴収義務者

に指定されている事業所の

場合 

直近１年分の納税証明書 町 

国

税 

法人税 
市内に営業所等を設立後，

法人市民税の課税がない 納税証明書（その３の３） 税務署 

消費税及び 

地方消費税 

課税有り 

免税 不要 ― 

雫石町内に本店
又は営業所等を
有しない法人 

町
税
（
雫
石
町
分
） 

固定資産税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

軽自動車税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

町民税に係る 

特別徴収 

雫石町から特別徴収義務者

に指定されている事業所の

場合 

直近１年分の納税証明書 町 

国

税 

法人税 課税有り 
納税証明書（その３の３） 税務署 

消費税及び 

地方消費税 

課税有り 

免税 不要 ― 

雫石町内に住所
を有する個人 

町
税
（
雫
石
町
分
） 

個人町民税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 

町 課税無し又は免税 非課税証明書 

固定資産税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 

課税無し 不要 ― 

軽自動車税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

国民健康保険税 
課税有り 平成 29年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

町民税に係る 

特別徴収 

雫石町から特別徴収義務者

に指定されている場合 
平成 29年度納税証明書 町 

国

税 

消費税及び 

地方消費税 

課税有り 納税証明書（その３の２） 税務署 

免税 不要 ― 

雫石町内に住所
を有しない個人 

町
税
（
雫
石
町
分
） 

固定資産税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

軽自動車税 
課税有り 平成 30年度納税証明書 町 

課税無し 不要 ― 

町民税に係る 

特別徴収 

雫石町から特別徴収義務者

に指定されている場合 
平成 29年度納税証明書 町 

国

税 

申告所得税  
納税証明書（その３の２） 税務署 

消費税及び 

地方消費税 

課税有り 

免税 不要 － 

発行先 【町】雫石町役場 税務課（庁舎１階） 

【税務署】本店所在地の税務署窓口での書面による請求のほか，オンラインでの請求が可能

です。 

詳しくは e-tax ホームページ（http://www.e-tax.nta.go.jp/）をご覧ください。 

（お願い）窓口の混雑状況により即発行が難しい場合がありますので，早めのご準備にご協力ください。 
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13 雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入を確認する書類（又は誓約書） 

(1) 雇用保険，健康保険及び厚生年金保険に加入する義務がある場合は次のとおりです。 

  ア 雇用保険  労働者が１人でも雇用される事業 

  イ 健康保険及び厚生年金保険  常時５人以上の従業員を使用する個人の事業所又は法人の事業所 

  (2) 雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入状況を確認するため，次の書類を提出してください。 

   ア 雇用保険の加入に関する書類 

   (ｱ) 加入義務がある場合 

労働（雇用）保険の保険料申告書の写し（※平成 30年度に発行されたもの） 

※労働保険に関する事務処理を労働保険事務組合に委託している場合は，事務組合発行の保険料

納入通知書の写し（直近のもの）を提出してください。 

   (ｲ) 加入義務がない場合 【記載例６：24ページ】 

    雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことの誓約書（様式第６号） 

   イ 健康保険及び厚生年金保険の加入に関する書類 

   (ｱ) 加入義務がある場合 

年金事務所等発行の保険料の領収書の写し 

     ※健康保険組合に加入している場合（年金事務所から適用除外の承認を受け，組合国保に加入し

ている場合を含む。）は，健康保険組合の保険料の領収書の写し及び厚生年金保険の領収書の

写しを提出してください。 

※領収書の写しは，申請書提出日の直前３か月以内のものを１枚提出してください。 

   (ｲ) 加入義務がない場合 【記載例６：24ページ】 

雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことの誓約書（様式第６号） 

 (3) 最近になって初めて雇用保険，健康保険及び厚生年金保険に加入した場合，次の書類を提出してくだ

さい。 

  ア 雇用保険  雇用保険適用事業所設置届の事業主控えの写し 

  イ 健康保険及び厚生年金保険  健康保険・厚生年金保険新規適用届の事業主控えの写し 

 

14 県内技術者一覧表（様式第７－１号～第７－４号） 【記載例７：25ページ】 

エクセルシート「入出力_様式 7－1」「入出力_様式 7－2」「入出力_様式 7－3」「入出力_様式 7－4」か

ら，該当する部分を直接入力し，提出してください。 

 

15 営業又は事業に関し法律上必要とされる登録等の証明書 

(1) 次の登録を受けている方は，登録証明等その登録を明らかにする書類（有効期間内のもの）又はその

写しを提出してください。 

ア 測量法（昭和 24年法律第 188号）第 55条 の規定に基づく登録 

イ 建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条 の規定に基づく登録 

ウ 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38年法律第 152号）第 22条 の規定に基づく登録 

エ 土地家屋調査士法（昭和 25年法律第 228号）第８条 の規定に基づく登録 

オ 司法書士法（昭和 25年法律第 197号）第８条 の規定に基づく登録 

カ 計量法（平成４年法律第 51号）第 107条 の規定に基づく登録 

(2) 次の登録は，競争入札参加者選定の参考とすることがありますので，登録証明等その登録内容を明ら

かにする書類（有効期間内のもの）又はその写しを提出してください。 

ア 建設コンサルタント登録規程第 ２条の規定に基づく登録（登録部門が分かるもの） 

イ 地質調査業者登録規程第２条の規定に基づく登録 

ウ 補償コンサルタント登録規程第２条の規定に基づく登録（登録部門が分かるもの） 
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（注）「測量業務」，「建築関係コンサルタント業務-建築一般」，「補償関係コンサルタント業務-不動産鑑定」

の登録にあたっては，委任先営業所も法令に基づく登録が必要となりますので，確認できる書類を忘

れずに添付してください。 

 

16 計算書類 

資格審査基準日の直前１年の事業（営業）年度の書類又はその写しとします。 

(1) 法人の場合    貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書及び個別注記表（消費税に係る処理

方針が確認できるもの） 

(2) 個人の場合    収支計算に関する書類及び貸借対照表等の自己資本額が確認できる書類 

(3) 資格審査基準日の直前１年の計算書類の調整が完了しない場合は，その前年度の計算書類とします。 

 

17 ISO登録証と付属書【雫石町は提出不要】 

 

 

18 競争入札参加資格審査申請書提出書類チェックリスト（受付確認票）（様式第 10号） 

 【記載例８：26ページ】 

全ての提出書類を準備した後，提出前にもう一度，このチェックリストにより各提出書類の作成内容を

確認してください。チェックリストは，資格審査申請書の受付時に確認票としても使用しますので，作成

内容の確認後，他の提出書類と併せて必ず提出してください。 

 

19 資格審査結果通知用封筒【雫石町は提出不要】 

長形３号（12.0 ㎝×23.5 ㎝）を使用し，受領先の住所及び宛名を記入の上，82 円郵便切手を貼付した

ものを１通提出してください。 

 

20 資格者登録票（コンサル）・概要（様式第 8-1号） 【記載例９：28ページ】 

   エクセルシート「出力_様式 8-1」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。 

 

21 資格者登録票（コンサル）・業種（様式第 8-2号） 【記載例 10：29ページ】 

 エクセルシート「出力_様式 8-2」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。 

 

22 資格者登録票（コンサル）・技術者（様式第 8-3号） 【記載例 11：30ページ】 

  エクセルシート「出力_様式 8-3」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。 

 

23 資本関係・人的関係に関する届出書（様式第 9-1号） 【記載例 12：31ページ】 

エクセルシート「出力_様式 9-1」から，記載内容に誤りがないことを確認し，提出してください。また，

実印を押印してください。 

 

24 暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者に該当しない旨の誓約書

（様式第 10-1号）及び役員の一覧表（様式第 10-2号） 【記載例 13：32ページ】 

(1) 当該書類の提出について 

・申請者の欠格要件に該当しないことを確認するため，暴力団，暴力団員又はこれらの者と密接な関

係を有する者に該当しない旨，誓約していただきます。 

・誓約書の提出がない場合は，申請を受け付けません。 

・該当の有無を確認するため，追加資料の提出を求める場合があります。 

・該当の有無を確認するため，本誓約書及び競争入札参加資格審査申請書その他盛岡市に提出した書

類の全部又は一部（書類の記載内容の抜粋を含む。）を岩手県警察本部に提供する場合があるので，
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了承のうえ申請してください。 

・岩手県警察本部への照会の結果，該当した場合は，競争入札参加資格に登載しません。 

・記載された個人情報は，岩手県警察本部に暴力団等の照会を行う目的のみに使用し，その他の目的

には使用しません 

・「資本関係・人的関係に関する届出書」とは，記載対象の範囲が異なりますので，ご注意ください。 

(2) 提出方法 

エクセルシート「出力_様式 10-1」から，誓約書に記載内容に誤りがないことを確認し，両面印刷し

た後，実印を押印のうえ提出してください。 

また，エクセルシート「入出力_様式 14-2」から，次のア又はイに該当する方を直接入力し，提出し

てください。なお，記入欄が不足する場合は，複数枚に分けて作成してください。 

ア 法人にあっては，登記されている全ての役員（監査役を含みます。） 

イ 個人にあっては，その者（事業主） 
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記載例 １ 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

  

（様式第１号）

年 月 日

〒 -
申請者

が行う建設関連業務委託に係る競争入札等に参加したいので，指定の書類を

添えて入札参加資格の審査を申請します。

なお，この申請書及び添付書類の内容については，事実と相違ないことを誓約します。

また，この資格審査申請及び資格者認定の有効期間において必要と認めるときは， 市 税の納入状況を調査すること

に同意します。

１　登録を受けている事業

第 号 第 号

平成 28 年 10 月 11 平成 年 月

第 号 第 号

平成 年 月 平成 29 年 5 月 15

第 号 第 号

平成 年 月 平成 29 年 5 月 15

２　契約を締結する能力を有しない者又は破産者に該当の有無 （ ） 有 ・ （ 〇 ） 無

３ 申請時における関係法令の規定による営業若しくは業務の停止又は事務所の閉鎖処分の有無

（ ） 有 ・ （ 〇 ） 無

４　申請時における消費税法の規定による課税事業者，免税事業者の別

（ 〇 ） 課税事業者 ・ （ 　 ）

（ 〇 ） 有 ・ （ 　 ） 無

1111

1111111111111

補償コンサルタント登録
○○○

日登録 日登録

＊申請事務担当者

免税事業者

５　申請時における雇用保険，健康保険及び厚生年金保険に事業所として加入する義務の有無

受理番号

部課名等 営業部

担当者名 盛岡　花子

盛岡市及び盛岡市上下水道局

建設関連業務委託契約競争入札参加資格審査申請書

平成 31

電話番号 019-651-4111

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

（フリガナ）

（フリガナ） ﾓﾘｵｶｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

ｳﾁﾏﾙ ﾀﾛｳ

2 1

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

住所
岩手県盛岡市内丸12-2

代表者職氏名 代表取締役  内丸　太郎 （実印）

測量業者

日登録

ＦＡＸ番号 019-622-6211

020

盛岡市及び盛岡市上下水道局

○○○
建築士事務所

日登録 日登録

不動産鑑定業者 建設コンサルタント登録
○○○

8530

日登録

地質調査業者登録

 代
表
取 

締
役
印 

印鑑証明書に押印ある

ものと同じ印鑑（実印）を

押印してください。 
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記載例 １ 続き 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

  

1 8

2 9

3 10

11

1 12

2 13

3 14

4 15

5 16

6 17

7 18

8 19

9 20

10 21

11 50

12

13

14

15

1

2

1 3

2 4

3 5

4 6

5 7

6 8

7 9

土
木
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

河川・砂防及び海岸・海洋 〇 物件 〇

港湾及び空港 〇 〇

電力土木 〇 営業補償・特殊補償 〇

道路 〇 事業損失 〇

〇

上水道及び工業用水道 〇 総合補償 〇

下水道 〇 不動産鑑定

工事監理（機械） 地質調査

耐震診断

地区計画及び地域計画

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

土地調査

機械工作物

鉄道 〇 補償関連

〇

土地評価 〇

〇

調査 電気電子

工事監理（建築） 土地区画整理事業 〇

工事監理（電気）

建築積算 施工計画・施工設備及び積算 〇

機械設備積算 建設環境 〇

電気設備積算 機械

暖冷房 土質及び基礎 〇

衛生 鋼構造及びコンクリート 〇

電気 トンネル 〇

造園 〇

意匠 都市計画及び地方計画 〇

構造 地質 〇

希　望　業　務 希望 希　望　業　務 希望

測
量

測量一般 〇

土
木
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

農業土木 〇

地図の調整 〇 森林土木 〇

航空測量 〇 水産土木 〇

廃棄物 〇

建
築
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

建築一般

６　参加を希望する業務の種類（希望する業務に○をつけてください。）
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記載例 2 

※代表者が継続的に契約権限を委任する場合，提出してください。 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

  

年 月 日

が行う建設関連業務委託に関する以下の事項

年 月

年 月

（使用印鑑）

商号(名称) 盛岡コンサルタント（株）盛岡支店

職氏名　　　　　　　　　　　    支店長　盛岡　太郎

代表者職氏名　　　　　　　　　　　    代表取締役  内丸　太郎

（実印）

（受任者） 
所在地                                盛岡市内丸〇－〇

（委任者） 
所在地                                岩手県盛岡市内丸12-2

商号(名称) 盛岡コンサルタント（株）

3 31 日まで平成34

２　委任期間

6 1 日から平成31

(1) 入札及び見積に関すること。

(2) 契約締結に関すること。

(3) 契約金，契約保証金，前払金の請求及び受領に関すること。

(4) 復代理人選任に関すること。

(5) その他契約処理に関すること。

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

私は，次の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１　委任事項

盛岡市及び盛岡市上下水道局

（様式第２号）

委　　任　　状

平成 31 2 1

 代
表
取 

締
役
印 

 
支
店 

長
印 

文字や線が印に重ならないように押印してください。 
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記載例 ３ 

※実印と異なる印を使用する場合，提出してください。（委任状が提出される場合は不要です。） 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

 

 

上記の印鑑を との入札（見積）・契約の締結並び

平成 年 月 日

（実印）

所在地 岩手県盛岡市内丸12-2

商号（名称） 盛岡コンサルタント（株）

代表者職氏名 代表取締役  内丸　太郎

に代金の請求及び受領ほか契約処理に関することに使用したいのでお届けします。

31 2 1

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

盛岡市及び盛岡市上下水道局

（様式第３号）

使　用　印　鑑　届

使　用　印

 代
表
取 

締
役
印 

印鑑証明書に押印あるものと同じ

印鑑を押印してください。 

 
社
長 

の
印 

使用する印鑑を押印してください。 
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記載例 ４ 

※様式に必要事項を直接入力してください。 

 

  

(様式第４号)

盛岡支店 〒020-0000
盛岡市内丸〇－〇

なし019-000-0000

〒020-8530
盛岡市内丸12－2

019-651-4111 019-622-6211

営業所一覧表（建設関連業務委託）

営業所

名　　　称

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

電話番号 ＦＡＸ番号所在地（郵便番号）

本店

(主たる営業所)

支店等

（その他の営業所）

＜本店について＞ 

全ての業者が記入します。 

＜支店等について＞ 

町内に本店のある方は全ての営業所を記入してください。 

町内に営業所のある方・町外業者は，雫石町内の営業所及び県内の

営業所のみを記入してください。 
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記載例 ５ 

※様式に必要事項を直接入力してください。 

 

  

　

H 30 年 7 月

H 30 年 10 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

業務の種類 土木関係コンサルタント業務

（様式第５号）

測　量　等　実　績　調　書

住　　　　所 岩手県盛岡市内丸12-2

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

代表者職氏名 代表取締役  内丸　太郎

着工年月

完成(予定)年月

（実印）

予備修正設計１箇所
　L=0.650km

岩手県 1,575

件　　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所

のある都道府

県名

請負代金の額

(千円)
注文者

元請又は

下請の別

盛岡市 元請
市道△△号線予備修
正設計業務委託

印鑑証明書に押印あるものと

同じ印鑑を押印してください。 

希望する業務ごとに作成してください。 

 代
表
取 

締
役
印 
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記載例 ６ 

※様式に必要事項を直接入力してください。 

 

 

  

年 月 日

雇用保険について，労働者を雇用していないので，加入義務がありません。

健康保険及び厚生年金保険について，適用事業所となっていないので，加入義務がありませ
ん。

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

住　　　　所 岩手県盛岡市内丸12-2

（※該当する項目にチェックマークを付けること。）

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

代表者職氏名 代表取締役  内丸　太郎 （実印）

　雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことの誓約書

上記記載の内容に相違ないことを誓約します。

（様式第６号）

平成 31 2 1

該当する項目にチェックしてください。 

 代
表
取 

締
役
印 

印鑑証明書に押印あるものと

同じ印鑑を押印してください。 
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記載例 ７ 

※様式に必要事項を直接入力してください。 

 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

　
　　　　　　　　　　　　氏名

北
上
二
郎

盛
岡
支
店

測量士 〇 1 1

一級建築士

建築設備士

機械（流体工学）

機械（交通・物流機械及び建設機械）

機械（加工・ファクトリーオート
メーション及び産業機械）

電気（発送配変電）

電気（電気応用）

電気（電子応用）

電気（情報通信）

電気（電気設備）

建設（土質及び基礎）

建設（鋼構造及びコンクリート）

建設（都市及び地方計画）

建設（河川、砂防及び海岸・海洋）

建設（港湾及び空港）

建設（電力土木）

建設（道路）

建設（鉄道）

建設（トンネル）

建設（施工計画、施工設備及び積算）

建設（建設環境）

上下水道（上水道及び工業用水道）

上下水道（下水道）

衛生（大気管理）

衛生（水質管理）

衛生（廃棄物管理）

衛生（空気調和）

衛生（建築環境）

農業（農業土木）

森林（森林土木）

水産（水産土木）

情報工学

応用理学（地質）

環境（環境保全計画）

環境（環境測定）

環境（自然環境保全）

河川、砂防及び海岸・海洋

港湾及び空港

電力土木

道路

鉄道

上水道及び工業用水道

下水道

農業土木

森林土木

造園

都市計画及び地方計画

地質

土質及び基礎

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設環境

機械

水産土木

電気電子

技
術
士
（

総
合
技
術
監
理
部
門
を
含
む
。
）

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

（様式第７－１号）

県内技術者一覧表

小
計

合
計

　　　　　　　　　　　　本店又は
　　　　　　　　　　　　配置営業所

資格名等
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記載例 ８ 

※本紙出力後，様式に必要事項を直接記入してください。

 
  

様式第11号

月 日

法人の方：直前１年度分の貸借対照表,損益計算書,株主資本等変動計算書及び個別注記表があり

ますか。 レ

個人の方：直前１年度分の収支計算書及び自己資本額が確認できる書類がありますか。 レ

健康保険及び厚生年金保険の場合，新規適用届の事業主控えの写しはありますか。

10　県内技術者一覧表

様式第７-１号～第７-４号により作成していますか。 レ

(1) 雇用保険の加入義務 有　・　無 有　・　無
有：労働(雇用)保険の保険料申告書の写しがありますか。 レ
無：加入義務がないことの誓約書（様式第６号）はありますか。

(2) 健康保険及び厚生年金保険の加入義務 有　・　無 有　・　無
有：年金事務所等発行の保険料の領収書の写しがありますか。 レ
無：加入義務がないことの誓約書（様式第６号）はありますか。

(3) 最近になって，初めて雇用保険，健康保険及び厚生年金保険に加入した方

雇用保険の場合，雇用保険適用事業所設置届の事業主控えの写しはありますか。

法人税・消費税

固定資産税・都市計画税，軽自動車税について，平成29・30年度のものですか。 課税有・課税無 課税有・課税無

市（町）民税に係る特別徴収について，特別徴収義務者に指定されていますか。 課税有・課税無 課税有・課税無

9　雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入を確認する書類（又は誓約書）

8  納税証明書（提出日の直前３か月以内に発行されたもの。写し可。）

(1) 市（町）内に本店又は営業所等を有する方

市（町）民税について，平成29・30年度のものですか。

※営業所等設立後，一度も課税を受けていない場合

　→市（町）に申告した「法人の設立・変更等の申告書」の写しがありますか。
レ

固定資産税・都市計画税，軽自動車税について，平成29・30年度のものですか。 課税有・課税無 課税有・課税無

市（町）民税に係る特別徴収について，特別徴収義務者に指定されていますか。 課税有・課税無 課税有・課税無

消費税及び地方消費税について，未納の税額がないことが確認できるものですか。 レ
(2) 市（町）内に営業所等を有しない方

法人税，消費税及び地方消費税について，未納の税額がないことが確認できるものですか。 法人税・消費税

様式第４号により作成していますか。 レ
7　測量等実績調書

様式第５号により作成していますか。 レ
建設関連業務ごとに，直前２年間の実績により作成していますか。 レ

5　登記事項証明書（個人にあっては身分証明書。写し可）

提出日の直前３か月以内に発行されたものですか。 レ
6　営業所一覧表

全ての提出書類を準備した後，下記チェックリストにより各提出書類について確認（太枠内の申請者欄に，ﾁｪｯｸ ✔又は該当

するものに○）してください。

Ⅰ　Ａ４ファイルに，この順番に綴じて提出してください。 申請者欄 発注者確認欄

ファイル（色の指定はありません。）

表紙及び背表紙に商号又は名称が記入してありますか。 レ

建設関連業務委託

競争入札参加資格審査申請書提出書類チェックリスト（受付確認票）　この様式は両面印刷です。

受付月日 受付者

受付番号

申請者名 資格者コード

11　営業又は事業に関し法律上必要とされる登録等の証明書の写し

必要な証明書が全て添付されていますか。 レ
12　計算書類（写し可）

様式第２号により作成していますか。 レ
4　使用印鑑届（入札・契約等に使う印鑑が実印と異なる場合のみ必要）

様式第３号により作成していますか。 レ

2　印鑑証明書

提出日の直前３か月以内に発行された，原本ですか。 レ
3　委任状（継続的に権限を委任する場合のみ必要）

1　盛岡市・盛岡市上下水道局建設工事請負契約競争入札参加資格審査申請書

名称，所在地，代表者氏名が，登記事項証明書と一致していますか。 レ
印鑑は，実印が押印されていますか（印鑑証明書と照合してください。）。 レ
裏面の「6　参加を希望する業務の種類」に希望する業務に〇がありますか。 レ

使用印鑑届は委任状

の提出がある場合は

不要です。 

※点線内は記入しないでください 
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記載例 ８つづき 

※本紙出力後，様式に必要事項を直接記入してください。 

 

  

レ

「9土木関係コンサルタント希望業務」の「登録」欄に１を記入している箇所がありますか。あ
る場合は，その登録を明らかにするものがありますか（登録の有効期間５年を満了していないも
の）。

レ

「10補償関係コンサルタント希望業務」の「登録」欄に１を記入している箇所がありますか。あ
る場合は，その登録を明らかにするものがありますか（登録の有効期間５年を満了していないも
の）。

レ

17　資格者登録票（コンサル）・技術者

14　資格審査結果通知用封筒（１通）

長３号封筒にあて先が明記され，82円郵便切手が貼り付けてありますか。 レ

15　資格者登録票（コンサル）・概要

資本関係・人的関係に関する届出書（様式第8-1号）はありますか。
レ

（資本関係・人的関係がない場合も，該当「無」に○を付けて必ず提出してください。）

19　暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者に該当しない旨の誓約書

様式第10-1号，様式第10-2号はありますか。様式10-1号は両面印刷です。
レ

（必ず提出してください。）

記入漏れはありませんか。 レ

18　資本関係・人的関係に関する届出書

「6希望登録業種一覧（総括）」の希望する業務には「平均完工高」がありますか。 レ

測量業者登録を受けている場合，「6希望登録業種一覧(総括)」の測量の「資格等」欄に１を記
入していますか。その登録を明らかにするものがありますか（登録の有効期間５年を満了してい
ないもの）。

記入漏れはありませんか。 レ

16　資格者登録票（コンサル）・業種

レ

一級建築士事務所登録を受けている場合，「6希望登録業種一覧(総括)｣の建築関係コンサルタン
トの「資格等」欄に１を記入していますか。その登録を明らかにするものがありますか（登録の
有効期間５年を満了していないもの）。

レ

地質調査業者登録を受けている場合，「6希望登録業種一覧(総括)｣の地質調査の「資格等」欄に
１を記入していますか。その登録を明らかにするものがありますか（登録の有効期間５年を満了
していないもの）。

Ⅱ   ファイルに綴じずに提出する書類を確認してください。 申請者欄 発注者確認欄

13　競争入札参加資格審査申請書提出書類チェックリスト（受付確認票）

チェック漏れはありませんか。 レ
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記載例 ９ 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

  

〒

２ 内営業所

〒

ｅ－ｍａｉｌ keiyaku@city.morioka.iwate.jp

４ 連絡先

連 絡 先 名 称 営業部

担 当 者 氏 名 盛岡　花子

連　絡　先　等 TEL： 019-651-4111 FAX： 019-622-6211

受任者職・氏名 支店長　盛岡　太郎

連　絡　先　等 TEL： 019-000-0000 FAX：

３ 代理人（契約権限を有する支店等，委任状を提出した方は必ず記入）

支 店 等 名 称 盛岡支店

所　　在　　地
盛岡市内丸〇－〇

〒020-0000

責任者職・氏名   

連　絡　先　等 TEL： -- FAX： --

支 店 等 名 称

所　　在　　地

-

盛岡市

連　絡　先　等 TEL： 019-651-4111 FAX： 622-622-6211

所　　在　　地

020-8530

岩手県盛岡市内丸12-2

代表者職・氏名 代表取締役  内丸　太郎

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

（様式第8-1号）

資 格 者 登 録 票（ コンサル ）・ 概要

資格者コード 1111

１ 申請者（本人）

（フリガナ） ﾓﾘｵｶｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
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記載例 10 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

  

様式第7-2号

         

５ 経営状況等

６ 希望登録業種一覧(総括)

７ 測量希望業務

９ 土木関係コンサルタント希望業務 10 地質調査

11 補償関係コンサルタント希望業務

自己資本額(千円）

100,000

土木関係コンサルタント

110,000

業務内容 平均完工高(千円) 資格等

資 格 者 登 録 票（ コンサル ）・ 業種

1111

盛岡コンサルタント（株）

資本金（千円） 25,000 営業年数 31

商号又は名称

資格者コード

補償関係コンサルタント

希望等業務内容

330 120,000

1

地質調査 340 0

建築関係コンサルタント 320 0

測量 310

350 0

32001 電気 32006

業務内容 希望等 業務内容 希望等 業務内容 希望等

航空測量 31003 1 構造 32003 32008

32011

地図の調製 31002 2 意匠 32002 建築積算 32007 32012

測量一般 31001 2 建築一般

衛生 32005 調査 32010 32015

暖冷房 32004 電気設備積算 32009 32014

32013機械設備積算

工事監理(建築)

工事監理(電気)

工事監理(機械)

耐震診断

地区計画及び地域計画

８ 建築関係コンサルタント希望業務

33010

33009森林土木部門

水産土木部門

33008

33007

農業土木部門

2

登録 登録 希望

港湾及び空港部門

電力土木部門

道路部門

鉄道部門

上水道及び工業用水道部門

下水道部門

33050

33021

33020

33019

33018

33017

33016

33015

33014

機械部門

電気電子部門

33013

33012

33011

土地区画整理事業

希望

34001地質調査

業務内容 業務内容

1

廃棄物部門

造園部門

都市計画及び地方計画部門

地質部門

土質及び基礎部門

鋼構造及びコンクリート部門

トンネル部門

施工計画，施工設備及び積算部門

建設環境部門

33006

33005

33004

33003

33002

33001河川・砂防及び海岸・海洋部門

1

2

1

1

11

1

2

1

1

2

1

2

2

2

1

1

2

2

2

1

業務内容 登録 希望

土地調査部門 35001 1 2

土地評価部門 35002 1

物件部門 35003 1 2

機械工作物部門 35004 2

営業補償・特殊補償部門 35005

1

不動産鑑定 35009

「１」…当該業務についての実績はないが，
　　　　参加を希望する方

「２」…当該業務についての実績があり，

　　　　参加を希望する方

事業損失部門 35006 1 2

補償関連部門 35007 2

総合補償部門 35008 1 2
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記載例 11 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

様式第7-3号

）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

 資格者数の欄には，常勤の役員及び職員のうち，有資格者の人数を資格区分ごとに記載してください。

 技術士の有資格者数には，総合技術監理部門を含めてください。

　

第１種伝送交換主任技術者

建築関係
１級建築士

資格区分

6

機械（流体工学）
環境計量士

濃度

機械（交通，物流機械及び建設機械） 騒音・振動

機械（加工・ファクトリーオート
メーション及び産業機械）

第１種電気主任技術者

土木及び

地質関係

技

術
士
（

総
合

技
術
監

理
部

門
を
含

む
）

機械（機械設計）

電気電子（発送配変電）

環境（環境保全計画）

1

1

環境（環境影響評価）

１級土木施工管理技士

資 格 者 登 録 票 （コンサル）・ 技術者

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）
　　　　　　

資
格
者
の
状
況

業種区分

APECエンジニア

資格者数 資格区分 資格者数

測量関係 測量士 4 測量士補 4

2 ２級建築士 2

建築設備士 1 建築積算資格者

電気電子（電気応用） 線路主任技術者

電気電子（電子応用）

シビルコ
ンサル

ティング
マネー

ジャ
（RCCM）

河川，砂防及び海岸・海洋 2

電気電子（情報通信） 港湾及び空港

電気電子（電気設備） 電力土木

道路 4

建設（鋼構造及びコンクリート） 鉄道

建設（土質及び基礎）

建設（都市及び地方計画） 上水道及び工業用水道

建設（河川，砂防及び海岸・海洋） 下水道

建設（港湾及び空港） 農業土木 3

建設（電力土木） 森林土木 1

建設（道路） 造園 1

建設（鉄道） 都市計画及び地方計画 1

建設（トンネル） 地質 1

建設（施工計画，施工設備及び積算） 土質及び基礎 1

建設（建設環境） 鋼構造及びコンクリート 2

上下水道（上水道及び工業用水道） トンネル

上下水道（下水道） 施工計画，施工設備及び積算

衛生工学（大気管理） 建設環境

衛生工学（水質管理） 機械

衛生工学（廃棄物管理） 水産土木

衛生工学（空気調和） 電気電子

衛生工学（建築環境） 廃棄物

農業（農業土木） 建設情報

情報工学（情報ネットワーク） 地質調査技士 3

森林（森林土木） 土地区画整理士

水産（水産土木） １級造園施工管理技士

情報工学（コンピュータ工学） 農業土木技術管理士

環境（自然環境保全）

情報工学（ソフトウェア工学） 畑地かんがい技士

情報工学（情報システム・データ工学） 林業技士

（資格者コード：　 1111

備考１

　　２

補償関係

不動産鑑定士

土地家屋調査士

司法書士

補償業務管理士 20

土地改良補償業務管理者

1

応用理学（地質）

環境（環境測定）



31 

 

記載例 12 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

  

年 月 日

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

　当社と他の の建設工事並びに建設関連業務の入札参加者との資本

関係又は人的関係は，次のとおりで相違ありません。

の工事又は建設関連業務委託に係る入札参加資格審査申請を予定

している者について記入すること。

１　資本関係に関する事項　　

℡

℡

℡

℡

℡

℡

℡

（ ）

（ ）

住　　　　所 岩手県盛岡市内丸12-2

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

代表者職氏名 代表取締役  内丸　太郎 （実印）

様式第9-1号

資本関係・人的関係に関する届出書

平成 31 2 1

盛岡市及び盛岡市上下水道局

 (1) 親会社等（会社法第２条第４号の２の規定に該当するもの）

資格者コード 親会社等の商号・名称 内丸コンサルタント（株）

有

※盛岡市及び盛岡市上下水道局

所　在　地 盛岡市内丸△番△号 019-×××-×××

資格者コード 親会社等の商号・名称

所　在　地 --

 (2) 子会社等（会社法第２条第３号の２の規定に該当するもの） 無

資格者コード 子会社等の商号・名称

所　在　地 --

資格者コード 子会社等の商号・名称

所　在　地 --

 (3) 親会社等を同じくする子会社等

親会社等の商号・名称

所　在　地 --

無

資格者コード 子会社等の商号・名称

所　在　地 --

資格者コード 子会社等の商号・名称

所　在　地 --

２　人的関係に関する事項

当社の役職 当社役員氏名 （資格者コード） 　兼任先商号・名称 兼任先役職

無

印鑑証明書に押印あるものと同じ

印鑑を押印してください。 

 代
表
取 

締
役
印 
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記載例 13 

※入力シートに入力した内容が反映されます。 

 

  

年 月 日

盛岡市長及び盛岡市上下水道事業管理者　様

　私は， の建設工事又は建設関連業務委託の発注により，暴力団を

１　私は， 盛岡市暴力団排除条例（平成27年条例第９号）第９条第１項各号

に規定する暴力団員等　又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者のいずれにも

該当しません。

２　私は，本誓約書１の該当の有無を確認するため， から追加資料の提出を求められた

４　私は，岩手県警察本部からの通知又は からの照会に対する岩手県警察本部からの回

５　私は，競争入札参加資格の不認定その他の排除措置を受けた場合， が住所又は所在盛岡市

　より公表することに同意します。

記

約します。

　答により，本誓約書１に該当することが確認された場合，競争入札参加資格の不認定その他の排除

有する者を排除していることについて，裏面参照の記載事項を了解した上で，次の事項について誓

　ときは，別に指定する期日までに提出します。

３　私は，本誓約書１の該当の有無を確認するため，本誓約書，競争入札参加資格審査申請書その他

　の書類の全部又は一部（書類の記載内容の抜粋を含む。）を岩手県警察本部に提供することに同意

します。

盛岡市

盛岡市

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

代表者職氏名

　地，氏名又は名称並びに排除措置理由及び内容を盛岡市公式ホームページへの掲載その他の方法に

　措置に従います。

様式第10-1号

平成 31 2 1

代表取締役  内丸　太郎 （実印）

　　　暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者に

利することとならないよう，暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を

盛岡市及び盛岡市上下水道局

住　　　　所 岩手県盛岡市内丸12-2

　　　該当しない旨の誓約書

印鑑証明書に押印あるものと同じ

印鑑を押印してください。 

 代
表
取 

締
役
印 

様式１ページ目（当様式）と様式２ページ目（参照文）を両面印刷のうえ，提出してください。 
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記載例 13 つづき 

※様式に必要事項を直接入力してください。 

 

1 S 35 年 12 月 3 日

2 S 40 年 11 月 2 日

3 S 48 年 6 月 1 日

4 S 33 年 3 月 3 日

5 年 月 日

6 年 月 日

7 年 月 日

8 年 月 日

9 年 月 日

10 年 月 日

11 年 月 日

12 年 月 日

13 年 月 日

14 年 月 日

15 年 月 日

16 年 月 日

17 年 月 日

18 年 月 日

19 年 月 日

20 年 月 日

注１　この表には、次に該当する者を記載してください。

(1)　法人にあっては，登記されているすべての役員

(2)　個人にあっては，その者（事業主）

　２　記載された個人情報は、岩手県警察本部に暴力団等の照会を行う目的のみに使用し，

　　その他の目的には使用しません。

　３　記入欄が不足する場合は，行を追加して作成してください。

様式第14-2号

役　員　の　一　覧　表

住　所 岩手県盛岡市内丸12-2

商号又は名称 盛岡コンサルタント（株）

（男M、女F）

代表取締役 ｳﾁﾏﾙ　ﾀﾛｳ 内丸　太郎 M 盛岡市内丸12-2

No. 役職 氏名（ｶﾅ） 氏名（漢字）

代表取締役  内丸　太郎

生　年　月　日 性別
住　　　　所

代表者職氏名

（大正T、昭和S、平成H）

取締役 ｳﾁﾏﾙ　ｻﾌﾞﾛｳ 内丸　三郎 M 盛岡市内丸××－×

取締役 ｲﾜﾃ　ｼﾞﾛｳ 岩手　二郎 M 盛岡市紺屋町○○-〇

監査役 ﾓﾘｵｶ　ﾊﾅｺ 盛岡　花子 F 盛岡市内丸12-2

Ｔ（大正），Ｓ（昭和），Ｈ（平成）のい

ずれかを選択してください。 
年月日の列をそれぞれ分けて

入力してください。 

Ｍ（男），Ｆ（女）のいずれかを

選択してください。 


